
４８ 

１ 承認第２号関係 

 (1)おいらせ町町税条例 新旧対照表（抜粋）（第１条関係） 

改 正 後 改 正 前 

 （納税証明書の交付手数料）  （納税証明書の交付手数料） 

第１８条の４ 法第２０条の１０の納税証明書

の交付（法第３８２条の４に規定する当該証明

書に住所に代わる事項の記載をしたものの交

付を含む。）の手数料は、おいらせ町手数料条

例（平成１８年おいらせ町条例第６０号）の定

めるところによる。ただし、道路運送車両法第

９７条の２に規定する証明書については手数

料を徴しない。 

第１８条の４ 法第２０条の１０に規定する納

税証明書の交付を請求する者は、手数料を納付

しなければならない。 

 ２ 前項の納税証明書の交付手数料は、おいらせ

町手数料条例（平成１８年おいらせ町条例第６

０号）の定めるところによる。ただし、道路運

送車両法第９７条の２に規定する証明書につ

いては、手数料を徴収しない。 

２ 略 ３ 略 

  

 （所得割の課税標準）  （所得割の課税標準） 

第３３条 略 第３３条 略 

２・３ 略 ２・３ 略 

４ 前項の規定は、前年分の所得税に係る第３６

条の３第１項に規定する確定申告書に特定配

当等に係る所得の明細に関する事項その他施

行規則に定める事項の記載があるときは、当該

特定配当等に係る所得の金額については、適用

しない。 

４ 前項の規定は、特定配当等に係る所得が生じ

た年の翌年の４月１日の属する年度分の特定

配当等申告書町民税の納税通知書が送達され

る時までに提出された次に掲げる申告書をい

う。以下この項において同じ。)に特定配当等

に係る所得の明細に関する事項その他施行規

則に定める事項の記載があるとき（特定配当等

申告書にその記載がないことについてやむを

得ない理由があると町長が認めるときを含む。

)は、当該特定配当等に係る所得の金額につい

ては、適用しない。ただし、第１号に掲げる申

告書及び第２号に掲げる申告書がいずれも提

出された場合におけるこれらの申告書に記載

された事項その他の事情を勘案して、この項の

規定を適用しないことが適当であると町長が



４９ 

改 正 後 改 正 前 

認めるときは、この限りでない。 

  (1) 第３６条の２第１項の規定による申告書 

  (2) 第３６条の３第１項に規定する確定申告

書（同項の規定により前号に掲げる申告書が

提出されたものとみなされる場合における

当該確定申告書に限る。) 

５ 略 ５ 略 

６ 前項の規定は、前年分の所得税に係る第３６

条の３第１項に規定する確定申告書に特定株

式等譲渡所得金額に係る所得の明細に関する

事項その他施行規則に定める事項の記載があ

るときは、当該特定株式等譲渡所得金額に係る

所得の金額については、適用しない。 

６ 前項の規定は、特定株式等譲渡所得金額に係

る所得が生じた年の翌年の４月１日の属する

年度分の特定株式等譲渡所得金額申告書町民

税の納税通知書が送達される時までに提出さ

れた次に掲げる申告書をいう。以下この項にお

いて同じ。)に特定株式等譲渡所得金額に係る

所得の明細に関する事項その他施行規則に定

める事項の記載があるとき（特定株式等譲渡所

得金額申告書にその記載がないことについて

やむを得ない理由があると町長が認めるとき

を含む。)は、当該特定株式等譲渡所得金額に

係る所得の金額については、適用しない。ただ

し、第１号に掲げる申告書及び第２号に掲げる

申告書がいずれも提出された場合におけるこ

れらの申告書に記載された事項その他の事情

を勘案して、この項の規定を適用しないことが

適当であると町長が認めるときは、この限りで

ない。 

  (1) 第３６条の２第１項の規定による申告書 

  (2) 第３６条の３第１項に規定する確定申告

書（同項の規定により前号に掲げる申告書が

提出されたものとみなされる場合における

当該確定申告書に限る。) 

  

 （寄附金税額控除)  （寄附金税額控除) 

第３４条の７ 所得割の納税義務者が、前年中に

法第３１４条の７第１項第１号及び第２号に

掲げる寄附金又は次に掲げる寄附金若しくは

金銭を支出した場合には、同項に規定するとこ

第３４条の７ 所得割の納税義務者が、前年中に

法第３１４条の７第１項第１号及び第２号に

掲げる寄附金又は次に掲げる寄附金若しくは

金銭を支出した場合には、同項に規定するとこ



５０ 

改 正 後 改 正 前 

ろにより控除すべき額（当該納税義務者が前年

中に同条第２項に規定する特例控除対象寄附

金を支出した場合にあっては、当該控除すべき

金額に特例控除額を加算した金額。以下この項

において「控除額」という。)をその者の第３

４条の３及び前条の規定を適用した場合の所

得割の額から控除するものとする。この場合に

おいて、当該控除額が当該所得割の額を超える

ときは、当該控除額は、当該所得割の額に相当

する金額とする。 

ろにより控除すべき額（当該納税義務者が前年

中に同条第２項に規定する特例控除対象寄附

金を支出した場合にあっては、当該控除すべき

金額に特例控除額を加算した金額。以下この項

において「控除額」という。)をその者の第３

４条の３及び前条の規定を適用した場合の所

得割の額から控除するものとする。この場合に

おいて、当該控除額が当該所得割の額を超える

ときは、当該控除額は、当該所得割の額に相当

する金額とする。 

 (1) 次に掲げる寄附金又は金銭のうち、別表

第１に掲げるもの 

 (1) 次に掲げる寄附金又は金銭のうち、別表

第１に掲げるもの 

  ア～エ 略   ア～エ 略  

  オ 所得税法施行令第２１７条第３号に規

定する公益社団法人及び公益財団法人に

対する寄附金（出資に関する業務に充てら

れることが明らかなものを除き、当該法人

の主たる目的である業務に関連するもの

に限る。） 

  オ 所得税法施行令第２１７条第３号に規

定する公益社団法人及び公益財団法人（所

得税法施行令の一部を改正する政令（平成

２０年政令第１５５号）附則第１３条第２

項の規定によりなおその効力を有するも

のとされる改正前の所得税法施行令第２

１７条第１項第２号及び第３号に規定す

る民法法人を含む。）に対する寄附金（出

資に関する業務に充てられることが明ら

かなものを除き、当該法人の主たる目的で

ある業務に関連するものに限る。） 

  カ～コ 略   カ～コ 略 

 (2) 略  (2) 略  

２ 略 ２ 略 

  

 （配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除)  （配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除) 

第３４条の９ 所得割の納税義務者が、第３３条

第４項に規定する確定申告書に記載した特定

配当等に係る所得の金額の計算の基礎となっ

た特定配当等の額について法第２章第１節第

５款の規定により配当割額を課された場合又

は同条第６項に規定する確定申告書に記載し

た特定株式等譲渡所得金額に係る所得の金額

第３４条の９ 所得割の納税義務者が、第３３条

第４項に規定する特定配当等申告書に記載し

た特定配当等に係る所得の金額の計算の基礎

となった特定配当等の額について法第２章第

１節第５款の規定により配当割額を課された

場合又は同条第６項に規定する特定株式等譲

渡所得金額申告書に記載した特定株式等譲渡



５１ 

改 正 後 改 正 前 

の計算の基礎となった特定株式等譲渡所得金

額について同節第６款の規定により株式等譲

渡所得割額を課された場合には、当該配当割額

又は当該株式等譲渡所得割額に５分の３を乗

じて得た金額を、第３４条の３及び前３条の規

定を適用した場合の所得割の額から控除する。 

所得金額に係る所得の金額の計算の基礎とな

った特定株式等譲渡所得金額について同節第

６款の規定により株式等譲渡所得割額を課さ

れた場合には、当該配当割額又は当該株式等譲

渡所得割額に５分の３を乗じて得た金額を、第

３４条の３及び前３条の規定を適用した場合

の所得割の額から控除する。 

２ 前項の規定により控除されるべき額で同項

の所得割の額から控除することができなかっ

た金額があるときは、当該控除することができ

なかった金額は、令第４８条の９の３から第４

８条の９の６までに定めるところにより、同項

の納税義務者に対しその控除することができ

なかった金額を還付し、又は当該納税義務者の

同項の確定申告書に係る年の末日の属する年

度の翌年度分の個人の県民税若しくは町民税

に充当し、若しくは当該納税義務者の未納に係

る徴収金に充当する。 

２ 前項の規定により控除されるべき額で同項

の所得割の額から控除することができなかっ

た金額があるときは、当該控除することができ

なかった金額は、令第４８条の９の３から第４

８条の９の６までに定めるところにより、同項

の納税義務者に対しその控除することができ

なかった金額を還付し、又は当該納税義務者の

同項の申告書に係る年度分の個人の県民税若

しくは町民税に充当し、若しくは当該納税義務

者の未納に係る徴収金に充当する。 

３ 略 ３ 略 

  

 （町民税の申告)  （町民税の申告) 

第３６条の２ 第２３条第１項第１号に掲げる

者は、３月１５日までに、施行規則第５号の４

様式（別表)による申告書を町長に提出しなけ

ればならない。ただし、法第３１７条の６第１

項又は第４項の規定により給与支払報告書又

は公的年金等支払報告書を提出する義務があ

る者から１月１日現在において給与又は公的

年金等の支払を受けている者で前年中におい

て給与所得以外の所得又は公的年金等に係る

所得以外の所得を有しなかったもの（公的年金

等に係る所得以外の所得を有しなかった者で

社会保険料控除額（令第４８条の９の７に規定

するものを除く。)、小規模企業共済等掛金控

除額、生命保険料控除額、地震保険料控除額、

勤労学生控除額、配偶者特別控除額（所得割の

第３６条の２ 第２３条第１項第１号に掲げる

者は、３月１５日までに、施行規則第５号の４

様式（別表)による申告書を町長に提出しなけ

ればならない。ただし、法第３１７条の６第１

項又は第４項の規定により給与支払報告書又

は公的年金等支払報告書を提出する義務があ

る者から１月１日現在において給与又は公的

年金等の支払を受けている者で前年中におい

て給与所得以外の所得又は公的年金等に係る

所得以外の所得を有しなかったもの（公的年金

等に係る所得以外の所得を有しなかった者で

社会保険料控除額（令第４８条の９の７に規定

するものを除く。)、小規模企業共済等掛金控

除額、生命保険料控除額、地震保険料控除額、

勤労学生控除額、配偶者特別控除額（所得税法



５２ 

改 正 後 改 正 前 

納税義務者（前年の合計所得金額が９００万円

以下であるものに限る。)の法第３１４条の２

第１項第１０号の２に規定する自己と生計を

一にする配偶者（前年の合計所得金額が９５万

円以下であるものに限る。)で控除対象配偶者

に該当しないものに係るものを除く。)若しく

は法第３１４条の２第４項に規定する扶養控

除額の控除又はこれらと併せて雑損控除額若

しくは医療費控除額の控除、法第３１３条第８

項に規定する純損失の金額の控除、同条第９項

に規定する純損失若しくは雑損失の金額の控

除若しくは第３４条の７第１項（同項第２号に

掲げる寄附金（特定非営利活動促進法第２条第

３項に規定する認定特定非営利活動法人及び

同条第４項に規定する特例認定特定非営利活

動法人に対するものを除く。第６項において同

じ。)に係る部分を除く。)及び第２項の規定に

より控除すべき金額（以下この条において「寄

附金税額控除額」という。)の控除を受けよう

とするものを除く。以下この条において「給与

所得等以外の所得を有しなかった者」という。

)及び第２４条第２項に規定する者（施行規則

第２条の２第１項の表の左欄の(2)に掲げる者

を除く。)については、この限りではない。 

第２条第１項第３３号の４に規定する源泉控

除対象配偶者に係るものを除く。)若しくは法

第３１４条の２第４項に規定する扶養控除額

の控除又はこれらと併せて雑損控除額若しく

は医療費控除額の控除、法第３１３条第８項に

規定する純損失の金額の控除、同条第９項に規

定する純損失若しくは雑損失の金額の控除若

しくは第３４条の７第１項（同項第２号に掲げ

る寄附金（特定非営利活動促進法第２条第３項

に規定する認定特定非営利活動法人及び同条

第４項に規定する特例認定特定非営利活動法

人に対するものを除く。第６項において同じ。

)に係る部分を除く。)及び第２項の規定により

控除すべき金額（以下この条において「寄附金

税額控除額」という。)の控除を受けようとす

るものを除く。以下この条において「給与所得

等以外の所得を有しなかった者」という。)及

び第２４条第２項に規定する者（施行規則第２

条の２第１項の表の左欄の(2)に掲げる者を除

く。)については、この限りではない。 

２ 前項の規定により申告書を町長に提出すべ

き者のうち、前年の合計所得金額が基礎控除額

、配偶者控除額及び扶養控除額の合計額以下で

ある者（施行規則第２条の２第１項の表の左欄

に掲げる者を除く。)が提出すべき申告書の様

式は、施行規則第２条第３項ただし書の規定に

より、町長の定める様式による。 

２ 前項の規定により申告書を町長に提出すべ

き者のうち、前年の合計所得金額が基礎控除額

、配偶者控除額及び扶養控除額の合計額以下で

ある者（施行規則第２条の２第１項の表の左欄

に掲げる者を除く。)が提出すべき申告書の様

式は、施行規則第２条第４項ただし書の規定に

より、町長の定める様式による。 

３～１０ 略 ３～１０ 略 

第３６条の３ 略 第３６条の３ 略  

２ 前項本文の場合には、当該確定申告書に記載

された事項（施行規則第２条の３第１項に規定

する事項を除く。)のうち法第３１７条の２第

２ 前項本文の場合には、当該確定申告書に記載

された事項（施行規則第２条の３第１項に規定

する事項を除く。)のうち法第３１７条の２第



５３ 

改 正 後 改 正 前 

１項各号又は第３項に規定する事項に相当す

るもの及び次項の規定により付記された事項

は、前条第１項又は第３項から第５項までの規

定による申告書に記載されたものとみなす。 

１項各号又は第３項に規定する事項に相当す

るもの及び次項の規定により附記された事項

は、前条第１項又は第３項から第５項までの規

定による申告書に記載されたものとみなす。 

３ 第１項本文の場合には、確定申告書を提出す

る者は、当該確定申告書に、施行規則第２条の

３第２項各号に掲げる事項を付記しなければ

ならない。 

３ 第１項本文の場合には、確定申告書を提出す

る者は、当該確定申告書に、施行規則第２条の

３第２項各号に掲げる事項を附記しなければ

ならない。 

 （個人の町民税に係る給与所得者の扶養親族等

申告書) 

 （個人の町民税に係る給与所得者の扶養親族申

告書) 

第３６条の３の２ 所得税法第１９４条第１項

の規定により同項に規定する申告書を提出し

なければならない者（以下この条において「給

与所得者」という。)で町内に住所を有するも

のは、当該申告書の提出の際に経由すべき同項

に規定する給与等の支払者（以下この条におい

て「給与支払者」という。)から毎年最初に給

与の支払を受ける日の前日までに、施行規則で

定めるところにより、次に掲げる事項を記載し

た申告書を、当該給与支払者を経由して、町長

に提出しなければならない。 

第３６条の３の２ 所得税法第１９４条第１項

の規定により同項に規定する申告書を提出し

なければならない者（以下この条において「給

与所得者」という。)で町内に住所を有するも

のは、当該申告書の提出の際に経由すべき同項

に規定する給与等の支払者（以下この条におい

て「給与支払者」という。)から毎年最初に給

与の支払を受ける日の前日までに、施行規則で

定めるところにより、次に掲げる事項を記載し

た申告書を、当該給与支払者を経由して、町長

に提出しなければならない。 

 (1) 当該給与支払者の氏名又は名称  (1) 当該給与支払者の氏名又は名称 

 (2) 所得割の納税義務者（合計所得金額が１

,０００万円以下であるものに限る。)の自己

と生計を一にする配偶者（法第３１３条第３

項に規定する青色事業専従者に該当するも

ので同項に規定する給与の支払を受けるも

の及び同条第４項に規定する事業専従者に

該当するものを除き、合計所得金額が１３３

万円以下であるものに限る。次条第１項にお

いて同じ。)の氏名 

 

 (3) 略  (2) 略 

(4) 略 (3) 略 

２～５ 略 ２～５ 略 

 （個人の町民税に係る公的年金等受給者の扶養

親族等申告書) 

 （個人の町民税に係る公的年金等受給者の扶養

親族申告書) 
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第３６条の３の３ 所得税法第２０３条の６第

１項の規定により同項に規定する申告書を提

出しなければならない者又は法の施行地にお

いて同項に規定する公的年金等（所得税法第２

０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。

以下この項において「公的年金等」という。)

の支払を受ける者であって、特定配偶者（所得

割の納税義務者（合計所得金額が９００万円以

下であるものに限る。)の自己と生計を一にす

る配偶者（退職手当等（第５３条の２に規定す

る退職手当等に限る。以下この項において同じ

。)に係る所得を有する者であって、合計所得

金額が９５万円以下であるものに限る。)をい

う。第２号において同じ。)又は扶養親族（控

除対象扶養親族であって退職手当等に係る所

得を有しない者を除く。)を有する者（以下こ

の条において「公的年金等受給者」という。)

で町内に住所を有するものは、当該申告書の提

出の際に経由すべき所得税法第２０３条の６

第１項に規定する公的年金等の支払者（以下こ

の条において「公的年金等支払者」という。)

から毎年最初に公的年金等の支払を受ける日

の前日までに、施行規則で定めるところにより

、次に掲げる事項を記載した申告書を、当該公

的年金等支払者を経由して、町長に提出しなけ

ればならない。 

第３６条の３の３ 所得税法第２０３条の６第

１項の規定により同項に規定する申告書を提

出しなければならない者又は法の施行地にお

いて同項に規定する公的年金等（所得税法第２

０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。

以下この項において「公的年金等」という。)

の支払を受ける者であって、扶養親族（控除対

象扶養親族を除く。)を有する者（以下この条

において「公的年金等受給者」という。)で町

内に住所を有するものは、当該申告書の提出の

際に経由すべき所得税法第２０３条の６第１

項に規定する公的年金等の支払者（以下この条

において「公的年金等支払者」という。)から

毎年最初に公的年金等の支払を受ける日の前

日までに、施行規則で定めるところにより、次

に掲げる事項を記載した申告書を、当該公的年

金等支払者を経由して、町長に提出しなければ

ならない。 

 (1) 略  (1) 略 

 (2) 特定配偶者の氏名  

 (3) 略  (2) 略 

 (4) 略  (3) 略 

２～５ 略 ２～５ 略 

  

 （法人の町民税の申告納付)  （法人の町民税の申告納付) 

第４８条 略 第４８条 略 

２～８ 略 ２～８ 略 

９ 法第３２１条の８第６２項に規定する特定 ９ 法第３２１条の８第６０項に規定する特定
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法人である内国法人は、第１項の規定により、

納税申告書により行うこととされている法人

の町民税の申告については、同項の規定にかか

わらず、同条第６２項及び施行規則で定めると

ころにより、納税申告書に記載すべきものとさ

れている事項（次項及び第１１項において「申

告書記載事項」という。)を、法第７６２条第

１号に規定する地方税関係手続用電子情報処

理組織を使用し、かつ、地方税共同機構（第１

１項において「機構」という。)を経由して行

う方法により町長に提供することにより、行わ

なければならない。 

法人である内国法人は、第１項の規定により、

納税申告書により行うこととされている法人

の町民税の申告については、同項の規定にかか

わらず、同条第６０項及び施行規則で定めると

ころにより、納税申告書に記載すべきものとさ

れている事項（次項及び第１１項において「申

告書記載事項」という。)を、法第７６２条第

１号に規定する地方税関係手続用電子情報処

理組織を使用し、かつ、地方税共同機構（第１

１項において「機構」という。)を経由して行

う方法により町長に提供することにより、行わ

なければならない。 

１０～１４ 略 １０～１４ 略 

１５ 第１２項前段の規定の適用を受けている

内国法人につき、法第３２１条の８第７１項の

処分又は前項の届出書の提出があったときは、

これらの処分又は届出書の提出があった日の

翌日以後の第１２項前段の期間内に行う第９

項の申告については、第１２項前段の規定は適

用しない。ただし、当該内国法人が、同日以後

新たに同項前段の承認を受けたときは、この限

りでない。 

１５ 第１２項前段の規定の適用を受けている

内国法人につき、法第３２１条の８第６９項の

処分又は前項の届出書の提出があったときは、

これらの処分又は届出書の提出があった日の

翌日以後の第１２項前段の期間内に行う第９

項の申告については、第１２項前段の規定は適

用しない。ただし、当該内国法人が、同日以後

新たに同項前段の承認を受けたときは、この限

りでない。 

１６ 略 １６ 略 

  

 （町民税の減免）  （町民税の減免） 

第５１条 町長は、次の各号のいずれかに該当

する者のうち町長において必要があると認め

るものに対し、町民税を減免する。 

第５１条 町長は、次の各号のいずれかに該当

する者のうち町長において必要があると認め

るものに対し、町民税を減免する。 

 (1) 生活保護法の規定による保護を受ける

  者 

 (1) 生活保護法の規定による保護を受ける

  者 

 (2) 当該年において所得が皆無となったた

め生活が著しく困難となった者又はこれに

準ずると認められる者 

 (2) 当該年において所得が皆無となったた

め生活が著しく困難となった者又はこれに

準ずると認められる者 

 (3) 学生及び生徒  (3) 学生及び生徒 

 (4) 公益社団法人及び公益財団法人（令第４

７条に規定する収益事業を行う場合を除く

 (4) 公益社団法人及び公益財団法人 
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。） 

 (5) 地方自治法第２６０条の２第１項の許

可を受けた地縁による団体（令第４７条に

規定する収益事業を行う場合を除く。） 

 (5) 地方自治法第２６０条の２第１項の許

可を受けた地縁による団体 

 (6) 政党交付金の交付を受ける政党等に対

する法人格の付与に関する法律（平成６年

法律第１０６号）第４条に規定する法人で

ある政党又は政治団体 

 (6) 政党交付金の交付を受ける政党等に対

する法人格の付与に関する法律（平成６年

法律第１０６号）第４条に規定する法人で

ある政党又は政治団体 

 (7) 特定非営利活動促進法（平成１０年法律

第７号）第２条第２項に規定する法人（令

第４７条に規定する収益事業を行う場合を

除く。） 

 (7) 特定非営利活動促進法（平成１０年法律

第７号）第２条第２項に規定する法人 

 (8) 前各号に掲げるもののほか特別の事情

がある者 

 (8) 前各号に掲げるもののほか特別の事情

がある者 

２・３ 略 ２・３ 略 

  

 （特別徴収税額の納入の義務等)  （特別徴収税額の納入の義務等) 

第５３条の７ 前条の特別徴収義務者は、退職手

当等の支払をする際、その退職手当等について

分離課税に係る所得割を徴収し、その徴収の日

の属する月の翌月の１０日までに、施行規則第

５号の８様式又は施行規則第２条第３項ただ

し書の規定により総務大臣が定めた様式によ

る納入申告書を町長に提出し、及びその納入金

を町に納入しなければならない。 

第５３条の７ 前条の特別徴収義務者は、退職手

当等の支払をする際、その退職手当等について

分離課税に係る所得割を徴収し、その徴収の日

の属する月の翌月の１０日までに、施行規則第

５号の８様式による納入申告書を町長に提出

し、及びその納入金を町に納入しなければなら

ない。 

  

 （固定資産課税台帳の閲覧の手数料)  （固定資産課税台帳の閲覧の手数料) 

第７３条の２ 法第３８２条の２に規定する固

定資産課税台帳（同条第１項ただし書の規定に

よる措置を講じたものを含む。)の閲覧（法第

３８２条の４に規定する固定資産課税台帳に

住所に代わる事項の記載をしたものの閲覧を

含む。)の手数料は、おいらせ町手数料条例の

定めるところによる。ただし、法第４１６条第

３項又は第４１９条第８項の規定により公示

した期間において納税義務者の閲覧に供する

第７３条の２ 法第３８２条の２に規定する固

定資産課税台帳の閲覧の手数料は、おいらせ町

手数料条例の定めるところによる。ただし、法

第４１６条第３項又は第４１９条第８項の規

定により公示した期間において納税義務者の

閲覧に供する場合にあっては、手数料を徴しな

い。 
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場合にあっては、手数料を徴しない。 

２ 略 ２ 略 

 （固定資産課税台帳に記載されている事項の証

明書の交付手数料) 

 （固定資産課税台帳に記載されている事項の証

明書の交付手数料) 

第７３条の３ 法第３８２条の３に規定する固

定資産課税台帳に記載されている事項の証明

書（同条ただし書の規定による措置を講じたも

のを含む。）の交付（法第３８２条の４に規定

する当該証明書に住所に代わる事項の記載を

したものの交付を含む。）の手数料は、おいら

せ町手数料条例の定めるところによる。 

第７３条の３ 法第３８２条の３に規定する固

定資産課税台帳に記載されている事項の証明

書の交付手数料は、おいらせ町手数料条例の定

めるところによる。 

２ 略 ２ 略 

  

   附 則    附 則 

  

第７条の３の２ 平成２２年度から令和２０年

度までの各年度分の個人の町民税に限り、所得

割の納税義務者が前年分の所得税につき租税

特別措置法第４１条又は第４１条の２の２の

規定の適用を受けた場合（居住年が平成１１年

から平成１８年まで又は平成２１年から令和

７年までの各年である場合に限る。)において

、前条第１項の規定の適用を受けないときは、

法附則第５条の４の２第５項（同条第７項の規

定により読み替えて適用される場合を含む。)

に規定するところにより控除すべき額を、当該

納税義務者の第３４条の３及び第３４条の６

の規定を適用した場合の所得割の額から控除

する。 

第７条の３の２ 平成２２年度から令和１５年

度までの各年度分の個人の町民税に限り、所得

割の納税義務者が前年分の所得税につき租税

特別措置法第４１条又は第４１条の２の２の

規定の適用を受けた場合（居住年が平成１１年

から平成１８年まで又は平成２１年から令和

３年までの各年である場合に限る。)において

、前条第１項の規定の適用を受けないときは、

法附則第５条の４の２第５項（同条第７項の規

定により読み替えて適用される場合を含む。)

に規定するところにより控除すべき額を、当該

納税義務者の第３４条の３及び第３４条の６

の規定を適用した場合の所得割の額から控除

する。 

２ 略 ２ 略 

  

 （法附則第１５条第２項第１号等の条例で定め

る割合) 

 （法附則第１５条第２項第１号等の条例で定め

る割合) 

第１０条の２ 略 第１０条の２ 略 

２ 略 ２ 略 

３ 法附則第１５条第１５項に規定する町の条 ３ 法附則第１５条第１６項に規定する町の条
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例で定める割合は５分の３（都市再生特別措置

法（平成１４年法律第２２号)第２条第５項に

規定する特定都市再生緊急整備地域における

法附則第１５条第１５項に規定する町の条例

で定める割合は２分の１)とする。 

例で定める割合は５分の３（都市再生特別措置

法（平成１４年法律第２２号)第２条第５項に

規定する特定都市再生緊急整備地域における

法附則第１５条第１６項に規定する町の条例

で定める割合は２分の１)とする。 

４ 法附則第１５条第２２項に規定する町の条

例で定める割合は２分の１とする。 

４ 法附則第１５条第２３項に規定する町の条

例で定める割合は２分の１とする。 

５ 法附則第１５条第２３項第１号に規定する

町の条例で定める割合は３分の２とする。 

５ 法附則第１５条第２４項第１号に規定する

町の条例で定める割合は３分の２とする。 

６ 法附則第１５条第２３項第２号に規定する

町の条例で定める割合は２分の１とする。 

６ 法附則第１５条第２４項第２号に規定する

町の条例で定める割合は２分の１とする。 

７ 法附則第１５条第２３項第３号に規定する

町の条例で定める割合は２分の１とする。 

７ 法附則第１５条第２４項第３号に規定する

町の条例で定める割合は２分の１とする。 

８ 法附則第１５条第２４項第１号に規定する

町の条例で定める割合は３分の２とする。 

８ 法附則第１５条第２５項第１号に規定する

町の条例で定める割合は３分の２とする。 

９ 法附則第１５条第２４項第２号に規定する

町の条例で定める割合は２分の１とする。 

９ 法附則第１５条第２５項第２号に規定する

町の条例で定める割合は２分の１とする。 

１０ 法附則第１５条第２６項第１号イに規定

する設備について同号に規定する町の条例で

定める割合は３分の２とする。 

１０ 法附則第１５条第２７項第１号イに規定

する設備について同号に規定する町の条例で

定める割合は３分の２とする。 

１１ 法附則第１５条第２６項第１号ロに規定

する設備について同号に規定する町の条例で

定める割合は３分の２とする。 

１１ 法附則第１５条第２７項第１号ロに規定

する設備について同号に規定する町の条例で

定める割合は３分の２とする。 

１２ 法附則第１５条第２６項第１号ハに規定

する設備について同号に規定する町の条例で

定める割合は３分の２とする。 

１２ 法附則第１５条第２７項第１号ハに規定

する設備について同号に規定する町の条例で

定める割合は３分の２とする。 

１３ 法附則第１５条第２６項第１号ニに規定

する設備について同号に規定する町の条例で

定める割合は３分の２とする。 

１３ 法附則第１５条第２７項第１号ニに規定

する設備について同号に規定する町の条例で

定める割合は３分の２とする。 

１４ 法附則第１５条第２６項第２号イに規定

する設備について同号に規定する町の条例で

定める割合は４分の３とする。 

１４ 法附則第１５条第２７項第２号イに規定

する設備について同号に規定する町の条例で

定める割合は４分の３とする。 

１５ 法附則第１５条第２６項第２号ロに規定

する設備について同号に規定する町の条例で

定める割合は４分の３とする。 

１５ 法附則第１５条第２７項第２号ロに規定

する設備について同号に規定する町の条例で

定める割合は４分の３とする。 

１６ 法附則第１５条第２６項第２号ハに規定 １６ 法附則第１５条第２７項第２号ハに規定
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する設備について同号に規定する町の条例で

定める割合は４分の３とする。 

する設備について同号に規定する町の条例で

定める割合は４分の３とする。 

１７ 法附則第１５条第２６項第３号イに規定

する設備について同号に規定する町の条例で

定める割合は２分の１とする。 

１７ 法附則第１５条第２７項第３号イに規定

する設備について同号に規定する町の条例で

定める割合は２分の１とする。 

１８ 法附則第１５条第２６項第３号ロに規定

する設備について同号に規定する町の条例で

定める割合は２分の１とする。 

１８ 法附則第１５条第２７項第３号ロに規定

する設備について同号に規定する町の条例で

定める割合は２分の１とする。 

１９ 法附則第１５条第２６項第３号ハに規定

する設備について同号に規定する町の条例で

定める割合は２分の１とする。 

１９ 法附則第１５条第２７項第３号ハに規定

する設備について同号に規定する町の条例で

定める割合は２分の１とする。 

２０ 法附則第１５条第２９項に規定する町の

条例で定める割合は３分の２とする。 

２０ 法附則第１５条第３０項に規定する町の

条例で定める割合は３分の２とする。 

２１ 法附則第１５条第３３項に規定する町の

条例で定める割合は２分の１とする。 

２１ 法附則第１５条第３４項に規定する町の

条例で定める割合は２分の１とする。 

２２ 法附則第１５条第３４項に規定する町の

条例で定める割合は３分の２とする。 

２２ 法附則第１５条第３５項に規定する町の

条例で定める割合は３分の２とする。 

２３ 法附則第１５条第３９項に規定する町の

条例で定める割合は３分の２とする。 

２３ 法附則第１５条第４２項に規定する町の

条例で定める割合は３分の２とする。 

２４ 法附則第１５条第４３項に規定する町の

条例で定める割合は３分の１とする。 

２４ 法附則第１５条第４６項に規定する町の

条例で定める割合は３分の１とする。 

２５ 法附則第１５条第４４項に規定する町の

条例で定める割合は４分の３とする。 

 

２６ 略 ２５ 略 

２７ 略 ２６ 略 

 （新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定

の適用を受けようとする者がすべき申告) 

 （新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定

の適用を受けようとする者がすべき申告) 

第１０条の３ 略 第１０条の３ 略 

２～８ 略 ２～８ 略  

９ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止改

修等住宅又は同条第１０項の熱損失防止改修

等専有部分について、これらの規定の適用を受

けようとする者は、同条第９項に規定する熱損

失防止改修工事等が完了した日から３月以内

に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規

則附則第７条第９項各号に掲げる書類を添付

９ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止改

修住宅又は同条第１０項の熱損失防止改修専

有部分について、これらの規定の適用を受けよ

うとする者は、同条第９項に規定する熱損失防

止改修工事が完了した日から３月以内に、次に

掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則

第７条第９項各号に掲げる書類を添付して町
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して町長に提出しなければならない。 長に提出しなければならない。 

 (1)～(3) 略  (1)～(3) 略 

 (4) 熱損失防止改修工事等が完了した年月日  (4) 熱損失防止改修工事が完了した年月日 

 (5) 熱損失防止改修工事等に要した費用及び

令附則第１２条第３１項に規定する補助金

等 

 (5) 熱損失防止改修工事に要した費用及び令

附則第１２条第３１項に規定する補助金等 

 (6) 熱損失防止改修工事等が完了した日から

３月を経過した後に申告書を提出する場合

には、３月以内に提出することができなかっ

た理由 

 (6) 熱損失防止改修工事が完了した日から３

月を経過した後に申告書を提出する場合に

は、３月以内に提出することができなかった

理由 

１０ 略 １０ 略 

 (1)～(6) 略  (1)～(6) 略 

１１ 法附則第１５条の９の２第４項に規定す

る特定熱損失防止改修等住宅又は同条第５項

に規定する特定熱損失防止改修等住宅専有部

分について、これらの規定の適用を受けようと

する者は、法附則第１５条の９第９項に規定す

る熱損失防止改修工事等が完了した日から３

月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に

施行規則附則第７条第１１項各号に掲げる書

類を添付して町長に提出しなければならない。 

１１ 法附則第１５条の９の２第４項に規定す

る特定熱損失防止改修住宅又は同条第５項に

規定する特定熱損失防止改修住宅専有部分に

ついて、これらの規定の適用を受けようとする

者は、法附則第１５条の９第９項に規定する熱

損失防止改修工事が完了した日から３月以内

に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規

則附則第７条第１１項各号に掲げる書類を添

付して町長に提出しなければならない。 

 (1)～(3) 略  (1)～(3) 略 

 (4) 熱損失防止改修工事等が完了した年月日  (4) 熱損失防止改修工事が完了した年月日 

 (5) 熱損失防止改修工事等に要した費用及び

令附則第１２条第３１項に規定する補助金

等 

 (5) 熱損失防止改修工事に要した費用及び令

附則第１２条第３１項に規定する補助金等 

 (6) 熱損失防止改修工事等が完了した日から

３月を経過した後に申告書を提出する場合

には、３月以内に提出することができなかっ

た理由 

 (6) 熱損失防止改修工事が完了した日から３

月を経過した後に申告書を提出する場合に

は、３月以内に提出することができなかった

理由 

１２・１３ 略 １２・１３ 略 

  

 （宅地等に対して課する令和３年度から令和５

年度までの各年度分の固定資産税の特例) 

 （宅地等に対して課する令和３年度から令和５

年度までの各年度分の固定資産税の特例) 

第１２条 宅地等に係る令和３年度から令和５

年度までの各年度分の固定資産税の額は、当該

第１２条 宅地等に係る令和３年度から令和５

年度までの各年度分の固定資産税の額は、当該
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宅地等に係る当該年度分の固定資産税額が、当

該宅地等の当該年度分の固定資産税に係る前

年度分の固定資産税の課税標準額に、当該宅地

等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準

となるべき価格（当該宅地等が当該年度分の固

定資産税について法第３４９条の３の２の規

定の適用を受ける宅地等であるときは、当該価

格に同条に定める率を乗じて得た額。以下この

条において同じ。)に１００分の５（商業地等

に係る令和４年度分の固定資産税にあっては、

１００分の２.５)を乗じて得た額を加算した

額（令和３年度分の固定資産税にあっては、前

年度分の固定資産税の課税標準額)（当該宅地

等が当該年度分の固定資産税について法第３

４９条の３又は附則第１５条から第１５条の

３までの規定の適用を受ける宅地等であると

きは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じ

て得た額)を当該宅地等に係る当該年度分の固

定資産税の課税標準となるべき額とした場合

における固定資産税額（以下「宅地等調整固定

資産税額」という。)を超える場合には、当該

宅地等調整固定資産税額とする。 

宅地等に係る当該年度分の固定資産税額が、当

該宅地等の当該年度分の固定資産税に係る前

年度分の固定資産税の課税標準額に、当該宅地

等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準

となるべき価格（当該宅地等が当該年度分の固

定資産税について法第３４９条の３の２の規

定の適用を受ける宅地等であるときは、当該価

格に同条に定める率を乗じて得た額。以下この

条において同じ。)に１００分の５を乗じて得

た額を加算した額（令和３年度分の固定資産税

にあっては、前年度分の固定資産税の課税標準

額)（当該宅地等が当該年度分の固定資産税に

ついて法第３４９条の３又は附則第１５条か

ら第１５条の３までの規定の適用を受ける宅

地等であるときは、当該額にこれらの規定に定

める率を乗じて得た額)を当該宅地等に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準となるべき

額とした場合における固定資産税額（以下「宅

地等調整固定資産税額」という。)を超える場

合には、当該宅地等調整固定資産税額とする。 

２～５ 略 ２～５ 略 

  

 （上場株式等に係る配当所得等に係る町民税の

課税の特例) 

 （上場株式等に係る配当所得等に係る町民税の

課税の特例) 

第１６条の３ 略 第１６条の３ 略 

２ 前項の規定のうち、租税特別措置法第８条の

４第２項に規定する特定上場株式等の配当等（

以下この項において「特定上場株式等の配当等

」という。)に係る配当所得に係る部分は、町

民税の所得割の納税義務者が前年分の所得税

について特定上場株式等の配当等に係る配当

所得につき同条第１項の規定の適用を受けた

場合に限り適用する。 

２ 前項の規定のうち、租税特別措置法第８条の

４第２項に規定する特定上場株式等の配当等（

以下この項において「特定上場株式等の配当等

」という。)に係る配当所得に係る部分は、町

民税の所得割の納税義務者が当該特定上場株

式等の配当等の支払を受けるべき年の翌年の

４月１日の属する年度分の町民税について特

定上場株式等の配当等に係る配当所得につき

前項の規定の適用を受けようとする旨の記載
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のある第３３条第４項に規定する特定配当等

申告書を提出した場合（次に掲げる場合を除く

。)に限り適用するものとし、町民税の所得割

の納税義務者が前年中に支払を受けるべき特

定上場株式等の配当等に係る配当所得につい

て同条第１項及び第２項並びに第３４条の３

の規定の適用を受けた場合には、当該納税義務

者が前年中に支払を受けるべき他の特定上場

株式等の配当等に係る配当所得について、前項

の規定は、適用しない。 

  (1) 第３３条第４項ただし書の規定の適用が

ある場合 

  (2) 第３３条第４項第１号に掲げる申告書及

び同項第２号に掲げる申告書がいずれも提

出された場合におけるこれらの申告書に記

載された事項その他の事情を勘案して、前項

の規定を適用しないことが適当であると町

長が認めるとき。 

３ 略 ３ 略 

  

 （優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡し

た場合の長期譲渡所得に係る町民税の課税の

特例) 

 （優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡し

た場合の長期譲渡所得に係る町民税の課税の

特例) 

第１７条の２ 略 第１７条の２ 略  

２ 略 ２ 略 

３ 第１項（前項において準用する場合を含む。

)の場合において、所得割の納税義務者が、そ

の有する土地等につき、租税特別措置法第３３

条から第３３条の４まで、第３４条から第３５

条の３まで、第３６条の２、第３６条の５、第

３７条、第３７条の４から第３７条の６まで又

は第３７条の８の規定の適用を受けるときは、

当該土地等の譲渡は、第１項に規定する優良住

宅地等のための譲渡又は前項に規定する確定

優良住宅地等予定地のための譲渡に該当しな

いものとみなす。 

３ 第１項（前項において準用する場合を含む。

)の場合において、所得割の納税義務者が、そ

の有する土地等につき、租税特別措置法第３３

条から第３３条の４まで、第３４条から第３５

条の３まで、第３６条の２、第３６条の５、第

３７条、第３７条の４から第３７条の６まで、

第３７条の８又は第３７条の９の規定の適用

を受けるときは、当該土地等の譲渡は、第１項

に規定する優良住宅地等のための譲渡又は前

項に規定する確定優良住宅地等予定地のため

の譲渡に該当しないものとみなす。 
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 （特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個

人の町民税の課税の特例) 

 （特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個

人の町民税の課税の特例) 

第２０条の２ 略 第２０条の２ 略 

２ 略 ２ 略 

 (1)・(2) 略  (1)・(2) 略 

 (3) 第３５条の規定の適用については、同条

中「又は山林所得金額」とあるのは「若し

くは山林所得金額又は附則第２０条の２第

１項に規定する特例適用利子等の額」と、

「若しくは山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額若しくは外国居住者等

の所得に対する相互主義による所得税等の

非課税等に関する法律（昭和３７年法律第

１４４号）第７条第１０項（同法第１１条

第８項及び第１５条第１４項において準用

する場合を含む。）に規定する特定対象利

子に係る利子所得の金額、同法第７条第１

２項（同法第１１条第９項及び第１５条第

１５項において準用する場合を含む。）に

規定する特定対象収益分配に係る配当所得

の金額、同法第７条第１６項（同法第１１

条第１１項及び第１５条第１７項において

準用する場合を含む。）に規定する特定対

象懸賞金等に係る一時所得の金額若しくは

同法第７条第１８項（同法第１１条第１２

項及び第１５条第１８項において準用する

場合を含む。）に規定する特定対象給付補

塡金等に係る雑所得等の金額」とする。 

 (3) 第３５条の規定の適用については、同条

中「又は山林所得金額」とあるのは「若し

くは山林所得金額又は附則第２０条の２第

１項に規定する特例適用利子等の額」と、

「若しくは山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額若しくは外国居住者等

の所得に対する相互主義による所得税等の

非課税等に関する法律（昭和３７年法律第

１４４号）第７条第１０項（同法第１１条

第８項及び第１５条第１４項において準用

する場合を含む。）に規定する特定対象利

子に係る利子所得の金額、同法第７条第１

２項（同法第１１条第９項及び第１５条第

１５項において準用する場合を含む。）に

規定する特定対象収益分配に係る配当所得

の金額、同法第７条第１６項（同法第１１

条第１１項及び第１５条第１７項において

準用する場合を含む。）に規定する特定対

象懸賞金等に係る一時所得の金額若しくは

同法第７条第１８項（同法第１１条第１２

項及び第１５条第１８項において準用する

場合を含む。）に規定する特定対象給付補

填金等に係る雑所得等の金額」とする。 

 (4) 略  (4) 略 

３ 略 ３ 略 

４ 前項後段の規定は、特例適用配当等に係る所

得が生じた年分の所得税に係る第３６条の３

第１項に規定する確定申告書に前項後段の規

定の適用を受けようとする旨の記載があると

きに限り、適用する。 

４ 前項後段の規定は、特例適用配当等に係る所

得が生じた年の翌年の４月１日の属する年度

分の特例適用配当等申告書町民税の納税通知

書が送達される時までに提出された次に掲げ

る申告書をいう。以下この項において同じ。)

に前項後段の規定の適用を受けようとする旨



６４ 

改 正 後 改 正 前 

の記載があるとき（特例適用配当等申告書にそ

の記載がないことについてやむを得ない理由

があると町長が認めるときを含む。)に限り、

適用する。ただし、第１号に掲げる申告書及び

第２号に掲げる申告書がいずれも提出された

場合におけるこれらの申告書に記載された事

項その他の事情を勘案して、同項後段の規定を

適用しないことが適当であると町長が認める

ときは、この限りでない。 

  (1) 第３６条の２第１項の規定による申告書 

  (2) 第３６条の３第１項に規定する確定申告

書（同項の規定により前号に掲げる申告書が

提出されたものとみなされる場合における

当該確定申告書に限る。) 

５ 略 ５ 略 

 （条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個

人の町民税の課税の特例) 

 （条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個

人の町民税の課税の特例) 

第２０条の３ 略 第２０条の３ 略 

２ 略 ２ 略 

 (1)・(2) 略  (1)・(2) 略 

 (3) 第３５条の規定の適用については、同条

中「又は山林所得金額」とあるのは「若しく

は山林所得金額又は附則第２０条の３第１項

に規定する条約適用利子等の額」と、「若し

くは山林所得金額」とあるのは「若しくは山

林所得金額若しくは租税条約等の実施に伴う

所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に

関する法律（昭和４４年法律第４６号）第３

条の２第１６項に規定する特定利子に係る利

子所得の金額、同条第１８項に規定する特定

収益分配に係る配当所得の金額、同条第２２

項に規定する特定懸賞金等に係る一時所得の

金額若しくは同条第２４項に規定する特定給

付補塡金等に係る雑所得等の金額」とする。 

 (3) 第３５条の規定の適用については、同条

中「又は山林所得金額」とあるのは「若しく

は山林所得金額又は附則第２０条の３第１項

に規定する条約適用利子等の額」と、「若し

くは山林所得金額」とあるのは「若しくは山

林所得金額若しくは租税条約等の実施に伴う

所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に

関する法律（昭和４４年法律第４６号）第３

条の２第１６項に規定する特定利子に係る利

子所得の金額、同条第１８項に規定する特定

収益分配に係る配当所得の金額、同条第２２

項に規定する特定懸賞金等に係る一時所得の

金額若しくは同条第２４項に規定する特定給

付補填金等に係る雑所得等の金額」とする。 

 (4) 略  (4) 略 

３ 略 ３ 略 

４ 前項後段の規定は、条約適用配当等に係る所 ４ 前項後段の規定は、条約適用配当等に係る所



６５ 

改 正 後 改 正 前 

得が生じた年分の所得税に係る第３６条の３

第１項に規定する確定申告書に前項後段の規

定の適用を受けようとする旨の記載があると

きに限り、適用する。 

得が生じた年の翌年の４月１日の属する年度

分の条約適用配当等申告書町民税の納税通知

書が送達される時までに提出された次に掲げ

る申告書をいう。以下この項において同じ。)

に前項後段の規定の適用を受けようとする旨

の記載があるとき（条約適用配当等申告書にそ

の記載がないことについてやむを得ない理由

があると町長が認めるときを含む。)に限り、

適用する。ただし、第１号に掲げる申告書及び

第２号に掲げる申告書がいずれも提出された

場合におけるこれらの申告書に記載された事

項その他の事情を勘案して、同項後段の規定を

適用しないことが適当であると町長が認める

ときは、この限りでない。 

  (1) 第３６条の２第１項の規定による申告書 

  (2) 第３６条の３第１項に規定する確定申告

書（同項の規定により前号に掲げる申告書が

提出されたものとみなされる場合における

当該確定申告書に限る。) 

５ 略 ５ 略 

６ 租税条約等実施特例法第３条の２の２第１

項の規定の適用がある場合（第３項後段の規定

の適用がある場合を除く。)における第３４条

の９の規定の適用については、同条第１項中「

又は同条第６項」とあるのは「若しくは附則第

２０条の３第３項前段に規定する条約適用配

当等（以下「条約適用配当等」という。) に係

る所得が生じた年分の所得税に係る同条第４

項に規定する確定申告書にこの項の規定の適

用を受けようとする旨及び当該条約適用配当

等に係る所得の明細に関する事項の記載があ

る場合であって、当該条約適用配当等に係る所

得の金額の計算の基礎となった条約適用配当

等の額について租税条約等の実施に伴う所得

税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する

法律（昭和４４年法律第４６号。以下「租税条

６ 租税条約等実施特例法第３条の２の２第１

項の規定の適用がある場合（第３項後段の規定

の適用がある場合を除く。)における第３４条

の９の規定の適用については、同条第１項中「

又は同条第６項」とあるのは「若しくは附則第

２０条の３第３項前段に規定する条約適用配

当等（以下「条約適用配当等」という。)に係

る所得が生じた年の翌年の４月１日の属する

年度分の第３６条の２第１項の規定による申

告書（その提出期限後において町民税の納税通

知書が送達される時までに提出されたもの及

びその時までに提出された第３６条の３第１

項の確定申告書を含む。）にこの項の規定の適

用を受けようとする旨及び当該条約適用配当

等に係る所得の明細に関する事項の記載があ

る場合（これらの申告書にこれらの記載がない
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約等実施特例法」という。)第３条の２の２第

１項の規定及び法第２章第１節第５款の規定

により配当割額を課されたとき、又は第３３条

第６項」と、同条第３項中「法第３７条の４」

とあるのは「租税条約等実施特例法第３条の２

の２第９項の規定により読み替えて適用され

る法第３７条の４」とする。 

ことについてやむを得ない理由があると町長

が認めるときを含む。）であって、当該条約適

用配当等に係る所得の金額の計算の基礎とな

った条約適用配当等の額について租税条約等

の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法

の特例等に関する法律（昭和４４年法律第４６

号。以下「租税条約等実施特例法」という。)

第３条の２の２第１項の規定及び法第２章第

１節第５款の規定により配当割額を課された

とき、又は第３３条第６項」と、同条第３項中

「法第３７条の４」とあるのは「租税条約等実

施特例法第３条の２の２第９項の規定により

読み替えて適用される法第３７条の４」とする

。 

  

  （新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入

金等特別税額控除の特例) 

 第２６条 所得割の納税義務者が前年分の所得

税につき新型コロナウイルス感染症特例法第

６条第４項の規定の適用を受けた場合におけ

る附則第７条の３の２第１項の規定の適用に

ついては、同項中「令和１５年度」とあるのは

、「令和１６年度」とする。 

 ２ 所得割の納税義務者が前年分の所得税につ

き新型コロナウイルス感染症特例法第６条の

２第１項の規定の適用を受けた場合における

附則第７条の３の２第１項の規定の適用につ

いては、同項中「令和１５年度」とあるのは「

令和１７年度」と、「令和３年」とあるのは「

令和４年」とする。 

  



６７ 

 (2)おいらせ町町税条例等の一部を改正する条例 新旧対照表（抜粋）（第２条関係） 

改 正 後 改 正 前 

第１条 おいらせ町町税条例（平成１８年おいら

せ町条例第５２号）の一部を次のように改正す

る。 

第１条 おいらせ町町税条例（平成１８年おいら

せ町条例第５２号）の一部を次のように改正す

る。 

 （中略）  （中略） 

  第３６条の３の３第１項中「扶養親族（」の

次に「年齢１６歳未満の者又は」を加え、「有

しない者を除く」を「有する者に限る」に改め

、同条第４項中「所得税法第２０３条の６第６

項に規定する納税地の所轄税務署長の承認を

受けている」を「令第４８条の９の７の３にお

いて準用する令第８条の２の２に規定する要

件を満たす」に改める。 

  第３６条の３の３第１項中「控除対象扶養親

族を除く」を「年齢１６歳未満の者に限る」に

改め、同条第４項中「所得税法第２０３条の６

第６項に規定する納税地の所轄税務署長の承

認を受けている」を「令第４８条の９の７の３

において準用する令第８条の２の２に規定す

る要件を満たす」に改める。 

 （後略）  （後略） 

  

   附 則    附 則 

  

 （町民税に関する経過措置）  （町民税に関する経過措置） 

第２条 略 第２条 略 

２・３ 略 ２・３ 略 

４ 新条例第２４条第２項及び第３６条の３の

３第１項並びに附則第５条第１項の規定は、令

和６年度以後の年度分の個人の町民税につい

て適用し、令和５年度分までの個人の町民税に

ついては、なお従前の例による。 

４ 新条例の規定中個人の町民税に関する部分

は、令和６年度以後の年度分の個人の町民税に

ついて適用し、令和５年度分までの個人の町民

税については、なお従前の例による。 

 

 

 

  



６８ 

２ 承認第３号関係 

 おいらせ町国民健康保険税条例 新旧対照表（抜粋） 

改 正 後 改 正 前 

 （課税額）  （課税額） 

第２条 前条の者に対して課する国民健康保険

税の課税額は、世帯主及びその世帯に属する国

民健康保険の被保険者につき算定した次に掲

げる額の合算額とする。 

第２条 前条の者に対して課する国民健康保険

税の課税額は、世帯主及びその世帯に属する国

民健康保険の被保険者につき算定した次に掲

げる額の合算額とする。 

 (1)～(3) 略  (1)～(3) 略 

２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条第

２項の世帯主を除く。）及びその世帯に属する

国民健康保険の被保険者につき算定した所得

割額及び資産割額並びに被保険者均等割額及

び世帯別平等割額の合算額とする。ただし、当

該合算額が６５万円を超える場合においては、

基礎課税額は、６５万円とする。 

２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条第

２項の世帯主を除く。）及びその世帯に属する

国民健康保険の被保険者につき算定した所得

割額及び資産割額並びに被保険者均等割額及

び世帯別平等割額の合算額とする。ただし、当

該合算額が６３万円を超える場合においては、

基礎課税額は、６３万円とする。 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額

は、世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）及

びその世帯に属する被保険者につき算定した

所得割額及び資産割額並びに被保険者均等割

額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただ

し、当該合算額が２０万円を超える場合におい

ては、後期高齢者支援金等課税額は、２０万円

とする。 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額

は、世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）及

びその世帯に属する被保険者につき算定した

所得割額及び資産割額並びに被保険者均等割

額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただ

し、当該合算額が１９万円を超える場合におい

ては、後期高齢者支援金等課税額は、１９万円

とする。 

４ 第１項第３号の介護納付金課税額は、介護納

付金課税被保険者である世帯主（前条第２項の

世帯主を除く。）及びその世帯に属する介護納

付金課税被保険者につき算定した所得割額及

び資産割額並びに被保険者均等割額及び世帯

別平等割額の合算額とする。ただし、当該合算

額が１７万円を超える場合においては、介護納

付金課税額は、１７万円とする。 

４ 第１項第３号の介護納付金課税額は、介護納

付金課税被保険者である世帯主（前条第２項の

世帯主を除く。）及びその世帯に属する介護納

付金課税被保険者につき算定した所得割額及

び資産割額並びに被保険者均等割額及び世帯

別平等割額の合算額とする。ただし、当該合算

額が１７万円を超える場合においては、介護納

付金課税額は、１７万円とする。 

  

 （国民健康保険税の減額）  （国民健康保険税の減額） 

第２３条 次の各号の一に掲げる国民健康保険

税の納税義務者に対して課する国民健康保険

税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額から

ア及びイに掲げる額を減額して得た額（当該減

額して得た額が６５万円を超える場合には、６

第２３条 次の各号の一に掲げる国民健康保険

税の納税義務者に対して課する国民健康保険

税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額から

ア及びイに掲げる額を減額して得た額（当該減

額して得た額が６３万円を超える場合には、６
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５万円）、同条第３項本文の後期高齢者支援金

等課税額からウ及びエに掲げる額を減額して

得た額（当該減額して得た額が２０万円を超え

る場合には、２０万円）並びに同条第４項本文

の介護納付金課税額からオ及びカに掲げる額

を減額して得た額（当該減額して得た額が１７

万円を超える場合には、１７万円）の合算額と

する。 

３万円）、同条第３項本文の後期高齢者支援金

等課税額からウ及びエに掲げる額を減額して

得た額（当該減額して得た額が１９万円を超え

る場合には、１９万円）並びに同条第４項本文

の介護納付金課税額からオ及びカに掲げる額

を減額して得た額（当該減額して得た額が１７

万円を超える場合には、１７万円）の合算額と

する。 

 (1)～(3) 略  (1)～(3) 略 

２ 略 ２ 略 

  

   附 則    附 則 

１～１０ 略 １～１０ 略 

 （公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税

の課税の特例） 

 （公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税

の課税の特例） 

１１ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国

民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯

所属者が、前年中に所得税法第３５条第３項に

規定する公的年金等に係る所得について同条

第４項に規定する公的年金等控除額（年齢６５

歳以上である者に係るものに限る。）の控除を

受けた場合における第２３条の規定の適用に

ついては、同項中「法第７０３条の５に規定す

る総所得金額及び山林所得金額」とあるのは

「法第７０３条の５に規定する総所得金額（所

得税法第３５条第３項に規定する公的年金等

に係る所得については、同条第２項第１号の規

定によって計算した金額から１５万円を控除

した金額によるものとする。）及び山林所得金

額」と、「１１０万円」とあるのは「１２５万

円」とする。 

１１ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国

民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯

所属者が、前年中に所得税法第３５条第３項に

規定する公的年金等に係る所得について同条

第４項に規定する公的年金等控除額（年齢６５

歳以上である者に係るものに限る。）の控除を

受けた場合における第２３条の規定の適用に

ついては、同条中「法第７０３条の５に規定す

る総所得金額及び山林所得金額」とあるのは

「法第７０３条の５に規定する総所得金額（所

得税法第３５条第３項に規定する公的年金等

に係る所得については、同条第２項第１号の規

定によって計算した金額から１５万円を控除

した金額によるものとする。）及び山林所得金

額」と、「１１０万円」とあるのは「１２５万

円」とする。 

１２～２２ 略 １２～２２ 略 

 （新型コロナウイルス感染症による保険税の減

免の特例） 

 （新型コロナウイルス感染症による保険税の減

免の特例） 

２３ 新型コロナウイルス感染症（感染症の予防

及び感染症の患者に対する医療に関する法律

（平成１０年法律第１１４号）第６条第７項第

３号に規定する新型コロナウイルス感染症を

２３ 新型コロナウイルス感染症（感染症の予防

及び感染症の患者に対する医療に関する法律

（平成１０年法律第１１４号）第６条第７項第

３号に規定する新型コロナウイルス感染症を



７０ 

改 正 後 改 正 前 

いう。以下同じ。）の影響により収入の減少が

見込まれる場合等における令和２年２月１日

から令和５年３月３１日までの間に納期限（特

別徴収の場合にあっては、特別徴収対象年金給

付の支払日。以下この項において同じ。）が定

められている保険税（被保険者の資格を取得し

た日から１４日以内に国民健康保険法施行規

則（昭和３３年厚生省令第５３号）第２条第１

項の規定による届出が行われなかったため令

和２年２月１日以降に納期限が定められてい

る保険税であって、当該届出が被保険者の資格

を取得した日から１４日以内に行われていた

ならば同年２月１日前に納期限が定められる

べきものを除く。）の減免については、次の各

号のいずれかに該当する者は、第２４条の２第

１項に規定する保険税の減免の要件を満たす

ものとして、同項の規定を適用する。 

いう。以下同じ。）の影響により収入の減少が

見込まれる場合等における令和２年２月１日

から令和４年３月３１日までの間に納期限（特

別徴収の場合にあっては、特別徴収対象年金給

付の支払日。以下この項において同じ。）が定

められている保険税（被保険者の資格を取得し

た日から１４日以内に国民健康保険法施行規

則（昭和３３年厚生省令第５３号）第２条第１

項の規定による届出が行われなかったため令

和２年２月１日以降に納期限が定められてい

る保険税であって、当該届出が被保険者の資格

を取得した日から１４日以内に行われていた

ならば同年２月１日前に納期限が定められる

べきものを除く。）の減免については、次の各

号のいずれかに該当する者は、第２４条の２第

１項に規定する保険税の減免の要件を満たす

ものとして、同項の規定を適用する。 

 (1)～(3) 略  (1)～(3) 略 

 

 

  



７１ 

３ 承認第４号関係 

 おいらせ町地方活力向上地域に係る固定資産税の特別措置に関する条例 新旧対照

表（抜粋） 

改 正 後 改 正 前 

 （課税免除）  （課税免除） 

第２条 地方活力向上地域内において、法第５条

第１８項（法第７条第２項において準用する場

合を含む。）の規定により法第５条第１項に規

定する地域再生計画（同条第４項第５号に規定

する地方活力向上地域等特定業務施設整備事

業に関する事項が記載されたものに限る。）が

公示された日（地域再生法の一部を改正する法

律（平成２７年法律第４９号）の施行の日以後

最初に公示された日に限る。以下「公示日」と

いう。）から令和６年３月３１日までの期間（第

６条において「対象期間」という。）内に、法

第１７条の２第３項の規定に基づき、同条第１

項に規定する地方活力向上地域等特定業務施

設整備計画の認定を受けた認定事業者（同項第

１号に掲げる事業を実施する者に限る。）で

あって、当該認定を受けた日から同日の翌日以

後３年を経過する日まで（同日までに同条第６

項の規定により当該認定を取り消されたとき

は、その取り消された日の前日まで）の間に、

特定業務施設の用に供する減価償却資産（所得

税法施行令（昭和４０年政令第９６号）第６条

第１号から第７号まで又は法人税法施行令（昭

和４０年政令第９７号）第１３条第１号から第

７号までに掲げるものに限る。）で取得価額の

合計額が３，８００万円（租税特別措置法（昭

和３２年法律第２６号）第１０条第８項第６号

に規定する中小事業者、同法第４２条の４第１

９項第７号に規定する中小企業者及び法人税

法（昭和４０年法律第３４号）第６６条第６項

に規定する中小通算法人にあっては、１，９０

０万円）以上のもの（以下「特別償却設備」と

いう。）を新設し、又は増設した者に対し、当

該特別償却設備である家屋又は構築物及び償

却資産並びに当該家屋又は構築物の敷地であ

る土地（公示日以後に取得したものに限り、か

第２条 地方活力向上地域内において、法第５条

第１８項（法第７条第２項において準用する場

合を含む。）の規定により法第５条第１項に規

定する地域再生計画（同条第４項第５号に規定

する地方活力向上地域等特定業務施設整備事

業に関する事項が記載されたものに限る。）が

公示された日（地域再生法の一部を改正する法

律（平成２７年法律第４９号）の施行の日以後

最初に公示された日に限る。以下「公示日」と

いう。）から令和４年３月３１日までの期間（第

６条において「対象期間」という。）内に、法

第１７条の２第３項の規定に基づき、同条第１

項に規定する地方活力向上地域等特定業務施

設整備計画の認定を受けた認定事業者（同項第

１号に掲げる事業を実施する者に限る。）で

あって、当該認定を受けた日から同日の翌日以

後２年を経過する日まで（同日までに同条第６

項の規定により当該認定を取り消されたとき

は、その取り消された日の前日まで）の間に、

特定業務施設の用に供する減価償却資産（所得

税法施行令（昭和４０年政令第９６号）第６条

第１号から第７号まで又は法人税法施行令（昭

和４０年政令第９７号）第１３条第１号から第

７号までに掲げるものに限る。）で取得価額の

合計額が３，８００万円（租税特別措置法（昭

和３２年法律第２６号）第１０条第７項第６号

に規定する中小事業者、同法第４２条の４第８

項第７号に規定する中小企業者及び同法第６

８条の９第８項第６号に規定する中小連結法

人にあっては、１，９００万円）以上のもの（以

下「特別償却設備」という。）を新設し、又は

増設した者に対し、当該特別償却設備である家

屋又は構築物及び償却資産並びに当該家屋又

は構築物の敷地である土地（公示日以後に取得

したものに限り、かつ、土地については、その



７２ 

改 正 後 改 正 前 

つ、土地については、その取得の日の翌日から

起算して１年以内に当該土地を敷地とする当

該家屋又は構築物の建設の着手があった場合

における当該土地に限る。）に対して課する固

定資産税の課税の免除（以下「課税免除」とい

う。）をする。 

取得の日の翌日から起算して１年以内に当該

土地を敷地とする当該家屋又は構築物の建設

の着手があった場合における当該土地に限

る。）に対して課する固定資産税の課税の免除

（以下「課税免除」という。）をする。 

  

 （不均一課税）  （不均一課税） 

第６条 地方活力向上地域内において、対象期間

内に、法第１７条の２第３項の規定に基づき、

同条第１項に規定する地方活力向上地域等特

定業務施設整備計画の認定を受けた認定事業

者（同項第２号に掲げる事業を実施する者に限

る。）であって、当該認定を受けた日から同日

の翌日以後３年を経過する日まで（同日までに

同条第６項の規定により当該認定を取り消さ

れたときは、その取り消された日の前日まで）

の間に、特別償却設備を新設し、又は増設した

者に対し、当該特別償却設備である家屋又は構

築物及び償却資産並びに当該家屋又は構築物

の敷地である土地（公示日以後に取得したもの

に限り、かつ、土地については、その取得の日

の翌日から起算して１年以内に当該土地を敷

地とする当該家屋又は構築物の建設の着手が

あった場合における当該土地に限る。）に対し

て課する固定資産税について不均一の課税（以

下「不均一課税」という。）をする。 

第６条 地方活力向上地域内において、対象期間

内に、法第１７条の２第３項の規定に基づき、

同条第１項に規定する地方活力向上地域等特

定業務施設整備計画の認定を受けた認定事業

者（同項第２号に掲げる事業を実施する者に限

る。）であって、当該認定を受けた日から同日

の翌日以後２年を経過する日まで（同日までに

同条第６項の規定により当該認定を取り消さ

れたときは、その取り消された日の前日まで）

の間に、特別償却設備を新設し、又は増設した

者に対し、当該特別償却設備である家屋又は構

築物及び償却資産並びに当該家屋又は構築物

の敷地である土地（公示日以後に取得したもの

に限り、かつ、土地については、その取得の日

の翌日から起算して１年以内に当該土地を敷

地とする当該家屋又は構築物の建設の着手が

あった場合における当該土地に限る。）に対し

て課する固定資産税について不均一の課税（以

下「不均一課税」という。）をする。 

 

  



７３ 

４ 承認第５号関係 

 おいらせ町介護保険条例 新旧対照表（抜粋） 

改 正 後 改 正 前 

   附 則 

１～１５ 略 

   附 則 

１～１５ 略 

 （新型コロナウイルス感染症による保険料の

減免の特例） 

１６ 新型コロナウイルス感染症（感染症の予

防及び感染症の患者に対する医療に関する法

律（平成１０年法律第１１４号）第６条第７

項第３号に規定する新型コロナウイルス感染

症をいう。以下同じ。）の影響により収入の

減少が見込まれる場合等における令和２年２

月１日から令和５年３月３１日までの間に納

期限（特別徴収の場合にあっては、特別徴収

対象年金給付の支払日。以下この項において

同じ。）が定められている保険料（第１号被

保険者の資格を取得した日から１４日以内に

法第１２条第１項の規定による届出が行われ

なかったため令和２年２月１日以降に納期限

が定められている保険料であって、当該届出

が第１号被保険者の資格を取得した日から１

４日以内に行われていたならば同年２月１日

前に納期限が定められるべきものを除く。）

の減免については、次の各号のいずれかに該

当する者は、第９条第１項に規定する保険料

の減免の要件を満たすものとして、同項の規

定を適用する。 

 （新型コロナウイルス感染症による保険料の

減免の特例） 

１６ 新型コロナウイルス感染症（感染症の予

防及び感染症の患者に対する医療に関する法

律（平成１０年法律第１１４号）第６条第７

項第３号に規定する新型コロナウイルス感染

症をいう。以下同じ。）の影響により収入の

減少が見込まれる場合等における令和２年２

月１日から令和４年３月３１日までの間に納

期限（特別徴収の場合にあっては、特別徴収

対象年金給付の支払日。以下この項において

同じ。）が定められている保険料（第１号被

保険者の資格を取得した日から１４日以内に

法第１２条第１項の規定による届出が行われ

なかったため令和２年２月１日以降に納期限

が定められている保険料であって、当該届出

が第１号被保険者の資格を取得した日から１

４日以内に行われていたならば同年２月１日

前に納期限が定められるべきものを除く。）

の減免については、次の各号のいずれかに該

当する者は、第９条第１項に規定する保険料

の減免の要件を満たすものとして、同項の規

定を適用する。 

 (1)・(2) 略  (1)・(2) 略 

 

 

  



７４ 

５ 議案第４５号関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



７５ 

６ 議案第４６号関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



７６ 

７ 議案第４７号関係 

 おいらせ町一般職の職員の給与に関する条例 新旧対照表（抜粋） 

改 正 案 現   行 

 （期末手当）  （期末手当） 

第２６条 略 第２６条 略 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分

の１２０を乗じて得た額に、基準日以前６箇月

以内の期間におけるその者の在職期間の次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割

合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分

の１２２．５を乗じて得た額に、基準日以前６

箇月以内の期間におけるその者の在職期間の

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

る割合を乗じて得た額とする。 

 (1)～(4) 略  (1)～(4) 略 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用につ

いては、同項中「１００分の１２０」とあるの

は「１００分の６７．５」とする。 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用につ

いては、同項中「１００分の１２２．５」とあ

るのは「１００分の７０」とする。 

４～６ 略 ４～６ 略 

 


